
（単位：百万円）

2020年度
(2020年4月1日～
2021年3月31日）

2021年度
(2021年4月1日～
2022年3月31日）

当期未処分剰余金 
剰余金処分額
　利益準備金
　普通出資に対する配当金
繰越金（当期末残高）

11,107
64
18
46

11,042

12,832
47

0
46

12,784

（単位：百万円）

2020年度
(2020年4月1日～
2021年3月31日）

2021年度
(2021年4月1日～
2022年3月31日）

損益計算書

経常収益
　資金運用収益
　　貸出金利息
　　預け金利息
　　有価証券利息配当金
　　その他の受入利息
　役務取引等収益
　　受入為替手数料
　　その他の役務収益
　その他業務収益
　　外国為替売買益
　　国債等債券売却益
　　その他の業務収益
　その他経常収益
　　株式等売却益
　　償却債権取立益
　　その他の経常収益
経常費用
　資金調達費用
　　預金利息
　　給付補填備金繰入額
　　その他の支払利息
　役務取引等費用
　　支払為替手数料
　　その他の役務費用
　その他業務費用
　　国債等債券売却損
　　国債等債券償還損　
　　その他の業務費用
　経費
　　人件費
　　物件費
　　税金
　その他経常費用
　　貸出金償却
　　貸倒引当金繰入額
　　株式等売却損
　　その他の経常費用
経常利益
特別損失
　固定資産処分損
税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
当期純利益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

11,816
9,498
4,797

314
4,296

89
699
403
295
414

21
374

18
1,204
1,179

19
5

9,570
553
530

3
20

491
144
347

1,032
1,030

－
2

6,554
4,205
2,129

219
938

36
135
441
325

2,245
22
22

2,222
522

△ 93
429

1,793
9,313

11,107

13,006
10,079

4,865
329

4,796
87

698
356
342

1,224
28

1,141
55

1,004
967

35
0

10,084
509
486

2
20

450
121
329
751
623
126

2
6,712
4,258
2,216

237
1,660

190
1,178

143
147

2,922
12
12

2,909
1,041

78
1,119
1,789

11,042
12,832

剰余金処分計算書

貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書は、信用金庫法
第38条の2第3項の規定に基づき、あずさ監査法人の監査を
受けています。

2021年度における貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書（以下「財務諸表」という）の適正性、及び財務諸表作成
に係る内部監査の有効性を確認しています。

日新信用金庫

理 事 長

2022年 ６月20日

貸借対照表の注記
注 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他
有価証券については時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、ただ
し市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っており
ます。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理
しております。
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。
　有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法を採用しております。
また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　　 建　物　8年～39年
　　 その他　5年～20年
　無形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定額法により償却しており
ます。なお、自金庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間

（5年）に基づいて償却しております。
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース
資産の減価償却は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しており
ます。なお、残存価額については、零としております。
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破
綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破
綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接
減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況に
ないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻
懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能
力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
　上記以外の債権については、今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予
想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失
率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定することとしております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査部が資産
査定を実施し、当該部署から独立した経営管理部資産査定課が査定結果を監
査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等のうち、一定の条
件に該当する債務者については、債権額から担保の評価額及び保証による回
収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から
直接減額しており、その金額は832百万円であります。
　賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の支給
見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、当事業年
度末においては、年金資産の額が、退職給付債務から未認識項目の合計額を
控除した額を超過しているため、前払年金費用として貸借対照表に計上して
おります。また、数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。
　数理計算上の差異　 各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の
　　　　　　　　　  一定の年数（5年）による定額法により按分した額を、
　　　　　　　　　　 それぞれ発生の翌事業年度から損益処理
　当庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立
型厚生年金基金）に加入しており、当庫の拠出に対応する年金資産の額を合理
的に計算することができないため、当該企業年金制度への拠出額を退職給付
費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占
める当庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①制度全体の積立状況に関する事項（2021年3月31日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　   　1,732,930百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額と
　　　最低責任準備金の額との合計額　　1,817,887百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　  　  △84,957百万円
　②制度全体に占める当庫の掛金拠出割合（2021年3月31日現在）
　　　 0.5588％
　③補足説明

 上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
178,469百万円及び別途積立金93,511百万円であります。本制度
における過去勤務債務の償却方法は期間19年0ヵ月の元利均等定率
償却であり、当庫は、当事業年度の財務諸表上、当該償却に充てられる
特別掛金111百万円を費用処理しております。
　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準
給与の額に乗じることで算定されるため、上記②の割合は当庫の実際
の負担割合とは一致しません。

　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に
対する退職慰労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認
められる額を計上しております。
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者から
の払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積もり、
必要と認める額を計上しております。
　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の
負担金支払見込額を計上しております。
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、
日本公認会計士協会　業種別委員会実務指針第25号「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（令和2年10月8日）
に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、
外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ
取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合う
ヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ
の有効性を評価しております。
　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として
受入為替手数料及びその他の受入手数料があります。このうち、受入為替手数
料は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替
業務に基づくものと、輸出・輸入手数料、外国為替送金手数料等の外国為替業
務に基づくものがあります。
　 為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領
と同時期に充足されるため、原則として、一時点で収益を認識しております。
　有形固定資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税は当事業年度の費
用に計上しております。
　投資信託及び外国証券の解約における解約益は有価証券利息配当金に、
解約損は国債等債券償還損に計上しております。
　会計上の見積りにより当事業年度の財務諸表にその額を計上した項目で
あって、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次
のとおりです。

（1）貸倒引当金　 　7,068百万円
　①金額の算出方法
　　　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として8.に記載しております。
　②金額の算出に用いた主要な仮定
　　　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通
　　し」であります。
　　「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の
　　収益獲得能力を個別に評価し、設定しております。なお、破綻懸念先に係る
　　債権については、一定期間にわたって業績回復の見通しが立たない債務者
　　の存在も考慮したうえで予想損失率を設定し、貸倒引当金を計上しており
　　ます。また、新型コロナウイルス感染症の影響は、現時点で入手可能な情
　　報を考慮して債務者区分を決定しております。
　③翌事業年度の財務諸表に与える影響
　　　個別貸出先の業績変化や、新型コロナウイルス感染症の影響が深刻化
　　した場合等、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度の
　　財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権債務は
ありません。
　子会社等の株式又は出資金の総額　 　149百万円 
　子会社等に対する金銭債権総額　　 　704百万円
　子会社等に対する金銭債務総額　  　  105百万円
　有形固定資産の減価償却累計額　　 4,682百万円
　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく
債権は次のとおりであります。なお、債権は、貸借対照表の貸出金、外国為替、

「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上
されるものであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　1,967百万円
　危険債権額　　　　　　　　　　　　　18,361百万円
　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　― 百万円
　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　 　2,645 百万円
　合計額　　　　　　　　　　　　　  　22,973 百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、
再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する
債権及びこれらに準ずる債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができな
い可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないも
のであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月
以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険
債権に該当しないものであります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険
債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理し
ております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替は、売却又は

（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は2,404百万円であります。
　担保に供している資産は次のとおりであります。
　　担保に供している資産
　　　預け金　　　　　　　　　０百万円
　　　有価証券　　　　226,097百万円
　　担保資産に対応する債務
　　　預金　　　　　　　  2,026百万円
　　　借用金　　　　　203,600百万円
　上記のほか、為替決済の取引の担保として預け金80,000百万円、神戸手形
交換所に取引の担保として保証金2百万円、収納金事務取扱の担保として現金
0百万円を差し入れております。
　出資１口当たりの純資産額16,425円35銭
　金融商品の状況に関する事項
 （１）金融商品に対する取組方針

　当庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を行って
おります。このため、お客さまに安全で便利な預金や使い勝手の良い融資
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（＊１）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
　　　おります。

（＊２）　その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示
　　　しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は
　　　純額で表示しております。

29.

（注1）　金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　　　金融資産
　　　（１）預け金

　満期のない預け金及び残存期間が1年以内の預け金については、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と
しております。残存期間が1年超の預け金については、残存期間に
基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用
金利で割り引いた現在価値を算定しております。仕組預け金につ
いては、取引金融機関から提示された価格を時価としております。

　　　（２）有価証券　　
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格を時価としております。投資信託は取引所の価格
又は公表されている基準価額によっております。なお、有価証券に
関する注記事項については 30. から 32. に記載しております。

　　　（３）貸出金
　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算出し、その
算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来

キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対
照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。
以下「貸出金計上額」という。）

②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく

区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（OIS SWAP）で割り
引いた価額

　　　金融負債
　　　（１）預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿
価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定
の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現
在価値を算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載して
おります。その割引率は、市場金利（TONA、OIS SWAP）を用いて
おります。

　　　（２）借用金
　借用金のうち、残存期間が 1 年超のものについては、一定の期
間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入にお
いて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。な
お、残存期間が短期間（1 年以内）のものは、時価は帳簿価格と近似
していることから、当該帳簿価格を時価としております。

　　　デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、先物為替予約であり、割引現在価値により
算出した価額によっております。

（注２）　市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次の
　　　とおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

　金融商品の時価等に関する事項
　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めてお
りません（（注2）参照）。また、外国為替（資産・負債）は短期間で決済される
ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）　子会社・子法人等株式、非上場株式及び信金中央金庫出資金について
　　　は、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する
　　　適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはし
　　　ておりません。

（＊２）　組合出資金については、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定
　　　に関する会計基準の適用指針」（令和元年 7 月 4 日）第 27 項に基づき、
　　　時価開示の対象とはしておりません。

（＊1 ）　預け金及び有価証券のうち、期間の定めがないものは含めておりません。
（＊２）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償
　　　還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（＊1 ）　預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

38.

１.
２.

３.
4.

5.

（注３）　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注４）　借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれてお
ります。以下、32.まで同様であります。

　減損処理を行った有価証券
有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当

該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取
得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当
該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　　当事業年度における減損処理額はありません。
　　当座貸越契約(含む総合口座)及び貸付金に係るコミットメントライン契

約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約
する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、91,258百
万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが13,870百万
円あります。

　　また、これらの契約は、融資実行されない場合も多く含まれており、融
資未実行残高そのものが必ずしも当庫の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。

　その他有価証券

  当事業年度中に売却したその他有価証券

　なお、これらの契約の大半は定期性預金を担保とした総合口座、保証会
社が保証するローンが占めております。それ以外の契約については、必要に
応じて定期預金等の担保の徴求や信用保証協会の保証を付けることで、
与信保全上の措置等を講じております。
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ
次のとおりであります。
　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金
　　　減価償却損金算入限度超過額
　　　固定資産減損損失
　　　賞与引当金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　その他
　　　繰延税金資産小計
　　　評価性引当額
　　　繰延税金資産合計

　　繰延税金負債
　　　前払年金費用
　　　その他
　　　繰延税金負債合計
　　　繰延税金資産の純額
　収益認識会計基準の「表示」に関する事項
　　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）

に基づく契約資産等の金額は、他の資産等と区分表示しておりません。
当事業年度末の契約資産、顧客との契約から生じた債権及び契約負債は
該当ありません。

　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）
等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客
に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識しております。
　なお、これによる当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。
　企業会計基準第30号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年7月4日）
等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び企業会
計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（令和元年7月4日）第44-2項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな
会計方針を、将来にわたって適用しております。
　なお、これによる当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。
　信用金庫法施行規則の一部改正（令和2年1月24日内閣府令第3号）が
令和4年3月31日から施行されたことに伴い、信用金庫法の「リスク管理債
権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく
開示債権の区分等に合わせて表示しております。

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　子会社との取引による収益総額　　　 16,161千円
　子会社との取引による費用総額　　246,026千円
　出資１口当たり当期純利益金額　　　761円49銭
　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）
に基づく顧客との契約から生じる収益の金額は、他の収益と区分表示して
おりま せ ん。当 事 業 年 度 に お ける 顧 客 との 契 約 から 生じ る 収 益 は、
659,258千円であります。
　収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、
重要な会計方針とあわせて注記しております。
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22,466
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注

貸借対照表計上額 時　価 差　額
⑴　預け金
⑵　有価証券
　　　その他有価証券
⑶　貸出金
　　　貸倒引当金（＊１）

金融資産計
⑴　預金積金
⑵　借用金
金融負債計
デリバティブ取引（＊２）
　 ヘッジ会計が適用されていないもの
　 ヘッジ会計が適用されているもの
デリバティブ取引計
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△7,054

386,347
1,044,613

819,346
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損益計算書の注記
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預金積金（＊１）
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　　  合　　　計

717,658
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820,658
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6,800

63,192
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118,455

2,817
16,000
18,817

1,553
―     

1,553

268
―     
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貸借対照表計上額区　　　　分
子会社・子法人等株式（＊１）
非上場株式（＊１）
組合出資金（＊２）
信金中央金庫出資金（＊１）

　　　　　　　　　　　合　　　計

149
35

3
3,356
3,544

（単位：百万円）などの提供を、また市場運用業務においては、債券を中心として安全性
と流動性の確保を基本とした運用をすべく「ALM 委員会規程」、「営業
戦略会議運営規程」、「収益改善検討会議要領」及び「資金運用規程」等の
諸規程に基づいて、金利変動などによる不利な影響が生じないよう資産
及び負債の総合的管理を行っております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　当庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客さまに対する
貸出金です。また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的で保有して
おります。これらは、発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場
価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客さまからの預金であり、流動性リスク
に晒されております。
　なお、デリバティブ取引には外国為替業務の一環で行っている先物
為替予約があり、為替リスクに晒されておりますが、外国為替持高の管
理及び持高調整を行うことにより、当該リスクを回避しております。
これらはヘッジ会計を適用しておりません。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
　当庫が抱えるリスク全体を総合的に管理することを目的として、理事
長、専務理事、常務理事、理事及び本部各部長が出席するリスク管理委員
会を設置しております。リスク管理委員会はリスク・カテゴリー毎にリス
ク管理部会を設置しており、各リスク管理部会は「リスク管理基本規程」
に基づき担当するリスクの重要性を認識し、リスク管理能力の向上に努
めております。リスク管理委員会では、当庫のリスク管理態勢について、
リスクの重要性及び緊急性に応じて計画的に整備が図られているか等を
協議・検討しております。また、委員会における協議・検討の結果は、理事
会に報告することとしております。
①信用リスクの管理
　　当庫は、信用リスクに関する管理諸規程に基づき、信用リスク管理の

一環として融資審査会、経営改善指導会議及び信用リスク管理部会を
設置しております。融資審査会は、理事長、専務理事、常務理事及び審査
部長が出席して、通常週1回開催し、担当役員の決裁権限を越える融資
案件の審査、与信残高が一定額を超える同一人グループの基本方針な
ど融資に係る重要案件についての決裁等を行っております。経営改善
指導会議は、理事長、専務理事、常務理事及び審査部長が出席して、積極
的に経営改善支援を行っていく先や問題債権先について定期的に業況
をモニタリングし対応を検討しております。また、信用リスク管理部会
は、理事長、専務理事、常務理事、理事及び監査部長が出席して、経営方
針及び信用リスク管理方針に従って各所管部門が抱える信用リスクの
把握や管理方法等について協議・検討しております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、財務部において、信用情
報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　　　　 ②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理

　当庫は、統合的リスク管理の中で自己資本との比較・検討から金
利リスクを管理しており、理事長、専務理事、常務理事、理事及び監
査部長が出席する市場リスク管理部会において、市場リスク管理の
実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。

(ⅱ)為替リスクの管理
　当庫は、為替の変動リスクに関して、外国為替持高については、為替
変動リスク回避のため、極力売持・買持が等しいスクウェアを原則と
しており、直先総合持高を極力スクウェアに調整することにより管
理しております。

(ⅲ)価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、余資運用の基
本方針に基づき、理事長、専務理事、常務理事、財務部長、財務部次席
及び担当者が出席する資金運用会議において投資戦略を策定し実
施しております。また、ポートフォリオのリスク・リターンの状況に
ついては市場リスク管理部会において分析・検討・協議を実施して
おります。

(ⅳ)デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、先物為替予約のみであり、外国為替
業務取扱規程に基づき取引の執行、事務管理を実施しております。

(ⅴ)市場リスクに係る定量的情報
　当庫において、主要なリスク変数である金利リスク及び価格変動
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預け金、有価証券、貸出金、
預金積金及びデリバティブ取引であります。
　当庫では、これらの金融資産及び金融負債について、有価証券の
うち債券、上場株式、投資信託及び信金中央金庫優先出資証券の市
場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリス
ク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当庫のVaRは分散共分散法(保有期間1カ月、信頼区間99%、観
測期間1年)により算出しており、2022年3月31日現在で9,852
百万円です。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一
定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できな
い場合があります。
　預け金、貸出金、預金積金及びデリバティブ取引は、「信用金庫法
施行規則第132条第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充
実の状況等について金融庁長官が別に定める事項」（平成26年金融
庁告示第8号）において通貨ごとに規定された金利ショックを用い
た時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。当該変動額の算定にあ
たっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じ
て適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いており
ます。
　なお、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、上方
パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合
1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合の時価
は41,464百万円減少するものと把握しております。当該変動額
は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利
とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に
は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当庫は、預金量の0.6％を目安として現金配備を行うほか、支払
い準備資産を重視して第一線準備率の目安を10％として流動性
リスクの管理を行っております。

 （4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用している
ため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

貸出金（＊２）
　　  合　　　計
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（＊１）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除して
　　　おります。

（＊２）　その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示
　　　しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は
　　　純額で表示しております。

29.

（注1）　金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　　　金融資産
　　　（１）預け金

　満期のない預け金及び残存期間が1年以内の預け金については、
時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と
しております。残存期間が1年超の預け金については、残存期間に
基づく区分ごとに、新規に預け金を行った場合に想定される適用
金利で割り引いた現在価値を算定しております。仕組預け金につ
いては、取引金融機関から提示された価格を時価としております。

　　　（２）有価証券　　
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関か
ら提示された価格を時価としております。投資信託は取引所の価格
又は公表されている基準価額によっております。なお、有価証券に
関する注記事項については 30. から 32. に記載しております。

　　　（３）貸出金
　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般
貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算出し、その
算出結果を時価に代わる金額として記載しております。
①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来

キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、貸借対
照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控除前の額。
以下「貸出金計上額」という。）

②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく

区分ごとに、元利金の合計額を市場金利（OIS SWAP）で割り
引いた価額

　　　金融負債
　　　（１）預金積金

　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿
価額）を時価とみなしております。また、定期性預金の時価は、一定
の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現
在価値を算出し、その算出結果を時価に代わる金額として記載して
おります。その割引率は、市場金利（TONA、OIS SWAP）を用いて
おります。

　　　（２）借用金
　借用金のうち、残存期間が 1 年超のものについては、一定の期
間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を同様の借入にお
いて想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。な
お、残存期間が短期間（1 年以内）のものは、時価は帳簿価格と近似
していることから、当該帳簿価格を時価としております。

　　　デリバティブ取引
　デリバティブ取引は、先物為替予約であり、割引現在価値により
算出した価額によっております。

（注２）　市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次の
　　　とおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

　金融商品の時価等に関する事項
　2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額
は、次のとおりであります（時価等の評価技法（算定方法）については（注1）
参照）。なお、市場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めてお
りません（（注2）参照）。また、外国為替（資産・負債）は短期間で決済される
ため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）　子会社・子法人等株式、非上場株式及び信金中央金庫出資金について
　　　は、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する
　　　適用指針」（令和2年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはし
　　　ておりません。

（＊２）　組合出資金については、企業会計基準適用指針第 31 号「時価の算定
　　　に関する会計基準の適用指針」（令和元年 7 月 4 日）第 27 項に基づき、
　　　時価開示の対象とはしておりません。

（＊1 ）　預け金及び有価証券のうち、期間の定めがないものは含めておりません。
（＊２）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償
　　　還予定額が見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（＊1 ）　預金積金のうち、要求払預金は「1年以内」に含めております。

30.

31.

32.

33.

34.

35.

36.

37.

38.

１.
２.

３.
4.

5.

（注３）　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（注４）　借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれてお
ります。以下、32.まで同様であります。

　減損処理を行った有価証券
有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のうち、当

該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取
得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当
該時価をもって貸借対照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年
度の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

　　　当事業年度における減損処理額はありません。
　　当座貸越契約(含む総合口座)及び貸付金に係るコミットメントライン契

約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条
件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約
する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、91,258百
万円であります。このうち契約残存期間が１年以内のものが13,870百万
円あります。

　　また、これらの契約は、融資実行されない場合も多く含まれており、融
資未実行残高そのものが必ずしも当庫の将来のキャッシュ・フローに影
響を与えるものではありません。

　その他有価証券

  当事業年度中に売却したその他有価証券

　なお、これらの契約の大半は定期性預金を担保とした総合口座、保証会
社が保証するローンが占めております。それ以外の契約については、必要に
応じて定期預金等の担保の徴求や信用保証協会の保証を付けることで、
与信保全上の措置等を講じております。
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ
次のとおりであります。
　　繰延税金資産
　　　貸倒引当金
　　　減価償却損金算入限度超過額
　　　固定資産減損損失
　　　賞与引当金
　　　その他有価証券評価差額金
　　　その他
　　　繰延税金資産小計
　　　評価性引当額
　　　繰延税金資産合計

　　繰延税金負債
　　　前払年金費用
　　　その他
　　　繰延税金負債合計
　　　繰延税金資産の純額
　収益認識会計基準の「表示」に関する事項
　　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）

に基づく契約資産等の金額は、他の資産等と区分表示しておりません。
当事業年度末の契約資産、顧客との契約から生じた債権及び契約負債は
該当ありません。

　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）
等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客
に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金
額で収益を認識しております。
　なお、これによる当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。
　企業会計基準第30号「時価の算定に関する会計基準」（令和元年7月4日）
等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び企業会
計基準第10号「金融商品に関する会計基準」（令和元年7月4日）第44-2項
に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな
会計方針を、将来にわたって適用しております。
　なお、これによる当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。
　信用金庫法施行規則の一部改正（令和2年1月24日内閣府令第3号）が
令和4年3月31日から施行されたことに伴い、信用金庫法の「リスク管理債
権」の区分等を、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく
開示債権の区分等に合わせて表示しております。

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　子会社との取引による収益総額　　　 16,161千円
　子会社との取引による費用総額　　246,026千円
　出資１口当たり当期純利益金額　　　761円49銭
　企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（令和2年3月31日）
に基づく顧客との契約から生じる収益の金額は、他の収益と区分表示して
おりま せ ん。当 事 業 年 度 に お ける 顧 客 との 契 約 から 生じ る 収 益 は、
659,258千円であります。
　収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、
重要な会計方針とあわせて注記しております。
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合　　　計
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3,876
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―     
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22,466
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467
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1,048
2,109
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△517
△517

―     
―     
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注

貸借対照表計上額 時　価 差　額
⑴　預け金
⑵　有価証券
　　　その他有価証券
⑶　貸出金
　　　貸倒引当金（＊１）

金融資産計
⑴　預金積金
⑵　借用金
金融負債計
デリバティブ取引（＊２）
　 ヘッジ会計が適用されていないもの
　 ヘッジ会計が適用されているもの
デリバティブ取引計

208,934

449,331
393,402
△7,054

386,347
1,044,613

819,346
203,600

1,022,946

0
―      

0

208,978
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0
―      

0
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―    
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―    
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（単位：百万円）

損益計算書の注記

１年以内 １年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
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4年超
5年以内 5年超

預金積金（＊１）
借用金
　　  合　　　計

717,658
103,000
820,658

56,392
6,800

63,192

40,655
77,800

118,455

2,817
16,000
18,817

1,553
―     

1,553

268
―     
268

貸借対照表計上額区　　　　分
子会社・子法人等株式（＊１）
非上場株式（＊１）
組合出資金（＊２）
信金中央金庫出資金（＊１）

　　　　　　　　　　　合　　　計

149
35

3
3,356
3,544

（単位：百万円）などの提供を、また市場運用業務においては、債券を中心として安全性
と流動性の確保を基本とした運用をすべく「ALM 委員会規程」、「営業
戦略会議運営規程」、「収益改善検討会議要領」及び「資金運用規程」等の
諸規程に基づいて、金利変動などによる不利な影響が生じないよう資産
及び負債の総合的管理を行っております。

（２）金融商品の内容及びそのリスク
　当庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客さまに対する
貸出金です。また、有価証券は、主に債券であり、純投資目的で保有して
おります。これらは、発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場
価格の変動リスクに晒されております。
　一方、金融負債は主としてお客さまからの預金であり、流動性リスク
に晒されております。
　なお、デリバティブ取引には外国為替業務の一環で行っている先物
為替予約があり、為替リスクに晒されておりますが、外国為替持高の管
理及び持高調整を行うことにより、当該リスクを回避しております。
これらはヘッジ会計を適用しておりません。

（３）金融商品に係るリスク管理体制
　当庫が抱えるリスク全体を総合的に管理することを目的として、理事
長、専務理事、常務理事、理事及び本部各部長が出席するリスク管理委員
会を設置しております。リスク管理委員会はリスク・カテゴリー毎にリス
ク管理部会を設置しており、各リスク管理部会は「リスク管理基本規程」
に基づき担当するリスクの重要性を認識し、リスク管理能力の向上に努
めております。リスク管理委員会では、当庫のリスク管理態勢について、
リスクの重要性及び緊急性に応じて計画的に整備が図られているか等を
協議・検討しております。また、委員会における協議・検討の結果は、理事
会に報告することとしております。
①信用リスクの管理
　　当庫は、信用リスクに関する管理諸規程に基づき、信用リスク管理の

一環として融資審査会、経営改善指導会議及び信用リスク管理部会を
設置しております。融資審査会は、理事長、専務理事、常務理事及び審査
部長が出席して、通常週1回開催し、担当役員の決裁権限を越える融資
案件の審査、与信残高が一定額を超える同一人グループの基本方針な
ど融資に係る重要案件についての決裁等を行っております。経営改善
指導会議は、理事長、専務理事、常務理事及び審査部長が出席して、積極
的に経営改善支援を行っていく先や問題債権先について定期的に業況
をモニタリングし対応を検討しております。また、信用リスク管理部会
は、理事長、専務理事、常務理事、理事及び監査部長が出席して、経営方
針及び信用リスク管理方針に従って各所管部門が抱える信用リスクの
把握や管理方法等について協議・検討しております。
　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、財務部において、信用情
報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。

　　　　 ②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理

　当庫は、統合的リスク管理の中で自己資本との比較・検討から金
利リスクを管理しており、理事長、専務理事、常務理事、理事及び監
査部長が出席する市場リスク管理部会において、市場リスク管理の
実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。

(ⅱ)為替リスクの管理
　当庫は、為替の変動リスクに関して、外国為替持高については、為替
変動リスク回避のため、極力売持・買持が等しいスクウェアを原則と
しており、直先総合持高を極力スクウェアに調整することにより管
理しております。

(ⅲ)価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、余資運用の基
本方針に基づき、理事長、専務理事、常務理事、財務部長、財務部次席
及び担当者が出席する資金運用会議において投資戦略を策定し実
施しております。また、ポートフォリオのリスク・リターンの状況に
ついては市場リスク管理部会において分析・検討・協議を実施して
おります。

(ⅳ)デリバティブ取引
　デリバティブ取引に関しては、先物為替予約のみであり、外国為替
業務取扱規程に基づき取引の執行、事務管理を実施しております。

(ⅴ)市場リスクに係る定量的情報
　当庫において、主要なリスク変数である金利リスク及び価格変動
リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預け金、有価証券、貸出金、
預金積金及びデリバティブ取引であります。
　当庫では、これらの金融資産及び金融負債について、有価証券の
うち債券、上場株式、投資信託及び信金中央金庫優先出資証券の市
場リスク量をVaRにより月次で計測し、取得したリスク量がリス
ク限度額の範囲内となるよう管理しております。
　当庫のVaRは分散共分散法(保有期間1カ月、信頼区間99%、観
測期間1年)により算出しており、2022年3月31日現在で9,852
百万円です。
　ただし、VaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一
定の発生確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられ
ないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できな
い場合があります。
　預け金、貸出金、預金積金及びデリバティブ取引は、「信用金庫法
施行規則第132条第1項第5号ニ等の規定に基づき、自己資本の充
実の状況等について金融庁長官が別に定める事項」（平成26年金融
庁告示第8号）において通貨ごとに規定された金利ショックを用い
た時価の変動額を市場リスク量とし、金利の変動リスクの管理にあ
たっての定量的分析に利用しております。当該変動額の算定にあ
たっては、対象の金融資産及び金融負債をそれぞれ金利期日に応じ
て適切な期間に残高を分解し、期間ごとの金利変動幅を用いており
ます。
　なお、金利以外の全てのリスク変数が一定であると仮定し、上方
パラレルシフト（指標金利の上昇をいい、日本円金利の場合
1.00％上昇等、通貨ごとに上昇幅が異なる）が生じた場合の時価
は41,464百万円減少するものと把握しております。当該変動額
は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利
とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。
　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合に
は、算定額を超える影響が生じる可能性があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当庫は、預金量の0.6％を目安として現金配備を行うほか、支払
い準備資産を重視して第一線準備率の目安を10％として流動性
リスクの管理を行っております。

 （4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用している
ため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

貸出金（＊２）
　　  合　　　計

—— 5 5  ——




